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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社がないため記載しておりません。 

４ 従業員数のうち平均臨時雇用者数は、８時間換算をもとに算出しております。 

５ 平成17年10月13日開催の取締役会の決議に基づく公募増資により、平成17年10月31日付で資本金が495,000千円、発行済

株式総数が900,000株及び純資産額が989,712千円、それぞれ増加しております。 

６ 平成18年３月１日付をもって１株につき２株の割合で株式分割を行っております。 

７ 純資産額の算定にあたり、平成18年８月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。 

回次 第47期中 第48期中 第49期中 第47期 第48期 

会計期間 

自 平成16年 
  ３月１日 
至 平成16年 
  ８月31日 

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日 

自 平成18年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ８月31日 

自 平成16年 
  ３月１日 
至 平成17年 
  ２月28日 

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ２月28日 

売上高 (千円) 20,075,857 23,178,165 26,027,392 41,633,298 47,211,352

経常利益 (千円) 652,507 770,423 842,415 1,410,669 1,616,130

中間(当期)純利益 (千円) 330,466 411,315 438,792 769,519 885,266

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 651,523 665,688 1,165,729 659,539 1,165,255

発行済株式総数 (株) 8,070,500 8,150,000 18,132,000 8,118,500 9,064,500

純資産額 (千円) 4,839,190 5,637,013 7,458,944 5,294,314 7,110,221

総資産額 (千円) 13,145,377 15,986,086 19,024,580 14,055,544 17,374,581

１株当たり純資産額 (円) 599.61 691.66 411.37 652.13 784.40

１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 41.07 50.63 24.20 95.44 104.93

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 40.69 50.46 24.19 94.66 104.78

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 10.00 10.00

自己資本比率 (％) 36.8 35.3 39.2 37.7 40.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,202,767 1,566,360 1,884,656 1,602,200 1,958,946

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △1,262,975 △2,047,952 △675,755 △2,344,192 △3,551,458

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △280,433 612,620 △40,764 271,867 1,869,043

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 1,546,752 1,548,299 2,861,938 1,417,270 1,693,802

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
492 
(952)

527
(1,148)

555
(1,351)

485 
(1,103)

522
(1,197)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年８月31日現在 

(注) １ 従業員数は、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、パートタイマー、アルバイト(１日８時間換算)の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 従業員数は、定期新卒採用及び田ノ上店の出店に伴い平成18年２月28日現在と比較し、33(154)名増加しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  

従業員数(名) 
555
(1,351)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益、設備投資は緩やかに増加し、企業部門において着実な回復の動きが見ら

れましたが、小売業界におきましては、依然デフレ傾向が続く中、企業間競争は一段と激しさを増し、厳しい状況で推移しま

した。当社がドミナント化をはかっております商勢圏内にも、競合店が開店するなど、引き続き厳しい経営環境が続きまし

た。 

このような状況の中で当社は、平成18年４月に24時間営業の田ノ上店（岡山県倉敷市 売場面積600坪型）を開店し、岡山・

倉敷地区でのドミナント化を推進しました。また、平成18年３月に津高店（岡山県岡山市）の敷地内に、ドラッグストア及び

クリーニング店を誘致し、オープンモール型のＮＳＣ（近隣購買型ショッピングセンター）化をはかり、お客様の買い物の利

便性を高めました。既存店におきましては、戸手店、大門店、東福山店、南駅家店（いずれも広島県福山市）に、新しいＳＩ

（ストア・アイデンティティー）を採用し、温かみのある店内カラーにするとともにＨＭＲ（家庭料理に代わる調理済み食

品）の拡充、ボリューム感と安さを打ち出したドライグロサリーの大量陳列を用いた、ニューフォーマット店舗に改装し、既

存店舗の活性化に積極的に取り組みました。なお、平成18年８月31日現在の店舗数は、広島県19店舗、岡山県13店舗の計32店

舗となりました。 

商品面におきましては、暦や生活催事に連動した52週ＭＤ（マーチャンダイジング）に取り組んだほか、関連商品を組み合

わせ様々なメニューを提案するクロスＭＤも推進し、「地域一番貢献店づくり」に努めました。また、消費者ニーズの多様化

にきめ細かく対応した豊富な品揃えを行うとともに、「適切な品質」、「低価格」及び「安全・安心・健康」をコンセプトに

持つＰＢ商品である「ハローズセレクション」の開発に取り組みました。ハローズセレクションは、平成18年８月31日現在

344品目（平成18年２月28日現在265品目）となり、価値ある商品を安く提供することによりお客様のご支持をいただき、売上

高構成比は５％を超え、収益にも一定の貢献をするまでに育ってまいりました。 

店舗運営面におきましては、平成17年７月から中庄店（岡山県倉敷市）をモデル店舗として、ドライ及びナイト部門の欠品

率の減少、在庫の適正化、作業負担の軽減等の業務改善に努めた結果、多くの成功事例が生まれ、店舗オペレーションにおい

て一定の成果を上げることができました。また、中庄店の成功事例を全店舗に普及するためのプロジェクトを立ち上げ、さら

に効率の良い店舗運営に取り組んでまいりました。 

組織体制面におきましては、人材確保の強化を図るため、ナイト部門の嘱託社員制度を導入しました。 

以上の結果、当中間会計期間の売上高は260億27百万円(前年同期比12.3％増)、経常利益は８億42百万円(前年同期比9.3％

増)、中間純利益は４億38百万円(前年同期比6.7％増)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、有形固定資産取得等による支出等の要因により

一部相殺されたものの、税引前中間純利益を８億24百万円計上したこと及び仕入債務の増加８億53百万円等の要因により、前

事業年度末に比べて11億68百万円増加し、当中間会計期間末には28億61百万円となりました。 

  

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

    当中間会計期間において、営業活動の結果得られた資金は18億84百万円（前年同期比３億18百万円増加）でありました。こ

れは主に、税引前中間純利益８億24百万円（前年同期比52百万円増加）、仕入債務の増加８億53百万円（前年同期比３億25百

万円増加）、減価償却費３億５百万円（前年同期比21百万円増加）及び、預り敷金保証金の増加84百万円（前年同期は56百万

円減少）によるものであります。 



   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

     当中間会計期間において、投資活動の結果使用した資金は６億75百万円（前年同期比13億72百万円減少）でありました。

これは主に、新店舗の建設等に伴う有形固定資産取得による支出５億79百万円（前年同期比13億24百万円減少）及び、差入

敷金保証金の支払による支出１億35百万円（前年同期比47百万円増加）によるものであります。 

  

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

     当中間会計期間において、財務活動の結果使用した資金は40百万円（前年同期は６億12百万円の収入）でありました。こ

れは主に、長期借入れによる収入５億円（前年同期比１億円減少）、長期借入金の返済による支出４億51百万円（前年同期

比32百万円増加）及び、配当金の支払額90百万円（前年同期比９百万円増加）によるものであります。 

  

  

２ 【仕入及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

商品部門別仕入実績 
  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当中間会計期間より商品部門の区分を一部変更しております。従来の「その他」部門は玉子、煙草、催事でありました

が、当中間会計期間より玉子を「デイリー」部門へ、煙草を「雑貨」部門へ変更しております。当中間会計期間の「その

他」部門は催事であります。 

なお、前年同期比につきましては、区分変更後の分類によって比較しております。 

  

商品部門 仕入金額(千円) 前年同期比(％) 

青果 2,314,187 112.1

鮮魚 1,534,333 110.7

惣菜 1,603,749 111.1

精肉 2,027,982 111.1

生鮮計 7,480,253 111.3

一般食品 4,049,287 112.5

デイリー 4,486,248 110.6

菓子 1,087,216 110.7

雑貨 1,570,964 111.3

酒 1,337,616 122.0

その他 112,609 96.7

ドライグロサリー計 12,643,941 112.2

合計 20,124,195 111.9



 (2) 販売実績 

① 商品部門別販売実績 
  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当中間会計期間より商品部門の区分を一部変更しております。従来の「その他」部門は玉子、煙草、催事でありました

が、当中間会計期間より玉子を「デイリー」部門へ、煙草を「雑貨」部門へ変更しております。当中間会計期間の「その

他」部門は催事であります。 

なお、前年同期比につきましては、区分変更後の分類によって比較しております。 

３ 主な販売先の販売実績で、当該販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10以上の販売先はありません。 

  

② 地域別販売実績 

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

③ 単位当たり売上高 

（注）１ 金額には、消費税等は含まれておりません。 
２ 売場面積（期中平均）は、営業月数単位による加重平均で算出しております。 
３ 従業員数（期中平均）は、パートタイマー、アルバイトを含んでおります。なお、正社員は加重平均により、パートタ

イマー、アルバイトは１日８時間換算の期中平均により算出しております。 

商品部門 売上高(千円) 前年同期比(％) 

青果 2,754,813 111.5 

鮮魚 2,141,589 110.9 

惣菜 2,807,788 119.6 

精肉 2,841,099 111.4 

生鮮計 10,545,291 113.4 

一般食品 4,715,820 111.4 

デイリー 5,653,665 110.9 

菓子 1,501,723 113.0 

雑貨 1,875,406 109.3 

酒 1,583,621 117.1 

その他 151,862 100.5 

ドライグロサリー計 15,482,100 111.6 

合計 26,027,392 112.3 

商品部門 売上高(千円) 前年同期比(％) 

広島県 14,298,894 99.0 

岡山県 11,728,497 134.2 

合計 26,027,392 112.3 

項目 売上高(千円) 前年同期比(％) 

売上高           26,027,392 112.3 

売場面積（期中平均）  (㎡) 
1㎡当たり期間売上高 

50,280 

517 

116.4 
96.5 

従業員数（期中平均）  (人) 
1人当たり期間売上高 

1,907 

13,648 

114.7 
97.9 



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画していた重要な設備の新設、除却等について重要な変更はあり

ません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものについては、次のとおりであり

ます。 

（新設） 

田ノ上店（岡山県倉敷市）については、平成18年4月に完成し、店舗営業を開始しております。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 完成後の増加売場面積には、テナント（別棟除く。）を含んでおります。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

投資予定金額
資金調達
方法 

着手予定
年月 

完了予定 
年月 

完成後の 
増加売場 
面積(㎡) 総額 

（千円） 
既支払額
（千円） 

乙島店（仮称） 
岡山県倉敷市 

店舗新設 621,000 3,400
自己資金及
び借入金 

平成18年
 11月 

平成19年 
 4月 

1,815



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １ 株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であります。 

２ 提出日現在の発行数には、平成18年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式は

含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権(ストック・オプション)に関する事
項は、次のとおりであります。 
  
平成15年５月22日の定時株主総会決議 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 49,200,000

計 49,200,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年８月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年11月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 18,132,000 18,132,000
ジャスダック
証券取引所 

(注) 1 

計 18,132,000 18,132,000 ― ― 

  
中間会計期間末現在
(平成18年８月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年10月31日) 

新株予約権の数(個) 60 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) （注）５ 12,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円)  (注)１、５ １株当たり315 同左  

新株予約権の行使期間 
自 平成17年６月１日
至 平成19年５月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) （注）１、５ 

 発行価格   315
  資本組入額    158 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)２、４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 



(注) １ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げるものといたします。 

  また、当社が時価を下回る価額で新株の発行を行うときは、次の算式により行使価額の調整を行い、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げるものといたします。 

  上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使

価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で行使価額は適切に調整されるものといたします。 

２ 新株予約権者は、行使時において当社の取締役、監査役及び従業員であることを要することといたします。新株予約権者

が死亡した場合には、６ヶ月以内に限り相続人が新株予約権を行使できることといたします。 

３ 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものといたします。 

４ 権利行使条件の細目等は、平成15年５月22日開催の第45回定時株主総会での特別決議及び平成15年６月18日開催の取締役

会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結した契約において定めております。 

５ 平成17年12月27日開催の取締役会決議に基づき、平成18年３月１日付をもって、普通株式１株につき２株の割合で株式分

割を行っております。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額の調整を行っております。 

  

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率

  

調整後行使価額＝調整前行使価額× 

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

（注）１ 株式分割（１：２）による増加であります。 

２ 新株予約権の行使による増加であります。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年８月31日現在 

(注) 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社、資産管理サービス信託銀行株式会

社の所有株式数は、全て信託業務に係るものであります。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

  
平成18年３月１日 

（注）１ 
9,064,500 18,129,000 ― 1,165,255 ― 1,108,249

  
平成18年３月１日～ 
平成18年８月31日  

（注）２ 

3,000 18,132,000 474 1,165,729 471 1,108,720

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社サンローズ 広島県福山市加茂町北山230 4,275,900 23.58

佐 藤 利 行 広島県福山市 2,798,610 15.43

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,541,800 8.50

ハローズ従業員持株会 広島県福山市南蔵王町６丁目26－７ 832,400 4.59

佐 藤 太 志 広島県福山市 755,000 4.16

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 549,200 3.03

佐 藤 國 人 広島県福山市 476,000 2.63

エイチエスビーシーバンクピー
エルシーアカウントアトランテ
ィスジャパングロースファンド 
(常任代理人 香港上海銀行東
京支店) 

２ ＣＯＰＴＨＡＬＬ ＡＶＥＮＵＥ，
ＬＯＮＤＯＮ,ＥＣ ２Ｒ ７ＤＡ ＵＫ
（東京都中央区日本橋３丁目11－１） 

402,000 2.22

佐 藤 伸 子 広島県福山市 384,000 2.12

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－12 213,400 1.18

計 ― 12,228,310 67.44



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年８月31日現在 

(注) 「完全議決権株式（その他）」の「株式数(株)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,500株含まれております。な

お、「議決権の数(個)」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数35個が含まれておりません。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年８月31日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,131,800 181,283 ― 

単元未満株式 普通株式 200 ― ― 

発行済株式総数 18,132,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 181,283 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

月別 平成18年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高(円) 835 837 804 780 716 729

最低(円) 681 780 720 700 682 683



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

（１） 新任役員 

  該当事項はありません。 

  

（２） 役職の異動 

  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 
（商品本部長兼 

 ドライ商品部長） 

常務取締役 

（商品本部長） 
佐藤 太志 平成18年11月１日 

取締役 
（商品企画部長） 

取締役 
（ドライ商品部長 

  兼商品企画部長） 
亀井 公一 平成18年11月１日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただし書きに

より、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)及

び当中間会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)の中間財務諸表については、あずさ監査法人により

中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

 ① 【中間貸借対照表】 

    前中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   1,548,299   2,861,938 1,693,802   

２ 売掛金   2,552   513 677   

３ たな卸資産   808,031   967,803 953,487   

４ その他   335,394   349,996 319,076   

貸倒引当金   △120   △220 △240   

流動資産合計    2,694,157 16.8 4,180,032 22.0   2,966,804 17.1

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※1,2        

(1) 建物   5,560,470   6,145,782 5,946,640   

(2) 構築物   920,853   897,028 921,026   

(3) 土地   4,086,947   4,533,041 4,566,494   

(4) その他   554,593   706,057 498,397   

  計   11,122,865   69.7 12,281,909 64.5 11,932,559   68.7

２ 無形固定資産   59,386   0.3 127,254 0.7 125,281   0.7

３ 投資その他の資産          

(1) 差入敷金保証金   1,124,384   1,313,206 1,190,740   

(2) その他   1,023,972   1,160,857 1,197,874   

 貸倒引当金   △38,680   △38,680 △38,680   

 計   2,109,676   13.2 2,435,384 12.8 2,349,935   13.5

固定資産合計    13,291,929 83.2 14,844,548 78.0   14,407,776 82.9

資産合計    15,986,086 100.0 19,024,580 100.0   17,374,581 100.0

           



  

    前中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金   2,590,170   3,031,015 2,177,058   

２ 短期借入金   500,000   500,000 500,000   

３ １年以内に返済 
  予定の長期借入金 ※２ 971,088   1,006,360 974,162   

４ 未払金   217,087   318,152 230,811   

５ 未払費用   473,081   489,215 398,818   

６ 未払法人税等   397,298   410,261 391,624   

７ ポイント値引引当金   118,600   129,600 113,300   

８ その他 ※２ 224,525   324,377 302,487   

流動負債合計    5,491,851 34.3 6,208,982 32.6   5,088,262 29.3

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２ 2,993,795   3,277,095 3,260,947   

２ 退職給付引当金   137,534   157,745 147,207   

３ 役員退職慰労引当金   161,530   173,570 164,680   

４ 預り建設協力金 ※２ 816,304   883,879 831,220   

５ 預り敷金保証金   531,588   646,093 562,062   

６ その他   216,469   218,270 209,979   

固定負債合計    4,857,221 30.4 5,356,653 28.2   5,176,096 29.8

負債合計    10,349,073 64.7 11,565,636 60.8   10,264,359 59.1

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    665,688 4.2 ― ―   1,165,255 6.7

Ⅱ 資本剰余金          

資本準備金   608,970   ― 1,108,249   

資本剰余金合計    608,970 3.8 ― ―   1,108,249 6.4

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   16,200   ― 16,200   

２ 任意積立金   3,822,709   ― 3,822,709   

３ 中間(当期)未処分 
  利益   522,945   ― 996,896   

利益剰余金合計    4,361,855 27.3 ― ―   4,835,805 27.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    500 0.0 ― ―   910 0.0

資本合計    5,637,013 35.3 ― ―   7,110,221 40.9

負債資本合計    15,986,086 100.0 ― ―   17,374,581 100.0

           



  

  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― ― 1,165,729 6.1   ― ―

２ 資本剰余金          

 資本準備金   ―   1,108,720 ―   

資本剰余金合計    ― ― 1,108,720 5.8   ― ―

３ 利益剰余金          

(1) 利益準備金   ―   16,200 ―   

(2) その他利益剰余金          

特別償却準備金   ―   430 ―   

別途積立金   ―   4,522,000 ―   

繰越利益剰余金   ―   645,323 ―   

利益剰余金合計    ― ― 5,183,953 27.3   ― ―

株主資本合計    ― ― 7,458,403 39.2   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

 その他有価証券 
  評価差額金    ― ― 540 0.0   ― ―

評価・換算差額等 
合計    ― ― 540 0.0   ― ―

純資産合計    ― ― 7,458,944 39.2   ― ―

負債純資産合計    ― ― 19,024,580 100.0   ― ―

           



 ② 【中間損益計算書】 

  

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    23,178,165 100.0 26,027,392 100.0   47,211,352 100.0

Ⅱ 売上原価    17,925,992 77.3 20,110,109 77.3   36,283,884 76.9

売上総利益    5,252,172 22.7 5,917,282 22.7   10,927,467 23.1

Ⅲ 営業収入    498,363 2.1 544,103 2.1   1,007,330 2.2

営業総利益    5,750,536 24.8 6,461,386 24.8   11,934,798 25.3

Ⅳ 販売費及び一般管理費    4,966,505 21.4 5,609,285 21.5   10,282,019 21.8

営業利益    784,030 3.4 852,101 3.3   1,652,778 3.5

Ⅴ 営業外収益 ※１  27,094 0.1 25,351 0.0   52,540 0.1

Ⅵ 営業外費用 ※２  40,701 0.2 35,037 0.1   89,188 0.2

経常利益    770,423 3.3 842,415 3.2   1,616,130 3.4

Ⅶ 特別利益 ※３  5,480 0.0 1,690 0.0   10,710 0.0

Ⅷ 特別損失 ※４  4,361 0.0 19,896 0.0   8,482 0.0

税引前中間(当期) 
純利益    771,542 3.3 824,209 3.2   1,618,358 3.4

法人税、住民税 
及び事業税   384,278   396,120 743,909   

法人税等調整額   △24,051 360,226 1.5 △10,703 385,416 1.5 △10,818 733,091 1.5

中間(当期)純利益    411,315 1.8 438,792 1.7   885,266 1.9

前期繰越利益    111,630   111,630 

中間(当期)未処分 
利益    522,945   996,896 

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

項 目 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
株主資本

合計 
資本準備金 資本剰余金

合計 利益準備金
その他利益剰余金 

利益剰余金
合計 特別償却

準備金 別途積立金
繰越利益
剰余金 

平成18年２月28日残高(千円) 1,165,255 1,108,249 1,108,249 16,200 709 3,822,000 996,896 4,835,805 7,109,311

中間会計期間中の変動額             

 新株の発行 474 471 471        945

 剰余金の配当        △90,645 △90,645 △90,645

 中間純利益        438,792 438,792 438,792

別途積立金の積立       700,000 △700,000 ― ―

特別償却準備金の取崩      △278  278 ― ―

株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)             

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 474 471 471  △278 700,000 △351,573 348,147 349,092

平成18年８月31日残高(千円) 1,165,729 1,108,720 1,108,720 16,200 430 4,522,000 645,323 5,183,953 7,458,403

項 目 

評価・換算差額等 

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算 
差額等合計 

平成18年２月28日残高(千円) 910 910 7,110,221

中間会計期間中の変動額     

 新株の発行    945

 剰余金の配当    △90,645

 中間純利益    438,792

別途積立金の積立    ―

特別償却準備金の取崩    ―

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △370 △370 △370

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △370 △370 348,722

平成18年８月31日残高(千円) 540 540 7,458,944



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
前中間会計期間

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

   

１ 税引前中間(当期)純利益   771,542 824,209 1,618,358

２ 減価償却費   283,580 305,325 607,241

３ 貸倒引当金の増加額 
  （△減少額） 

  ― △20 120

４ 退職給付引当金の増加額   7,727 10,538 17,399

５ 役員退職慰労引当金の 
  増加額 

  7,930 8,890 11,080

６ ポイント値引引当金の 
  増加額 

  18,200 16,300 12,900

７ 受取利息及び受取配当金   △2,137 △3,112 △4,191

８ 支払利息   34,496 33,944 69,485

９ 固定資産除売却損   314 19,722 314

10 新株発行費   ― ― 12,592

11  売上債権の減少額 
  (△増加額)  

  △1,967 163 △92

12 たな卸資産の増加額   △59,886 △14,316 △205,342

13 仕入債務の増加額   528,687 853,956 115,575

14 未払消費税等の増加額    53,409 54 91,615

15 預り建設協力金の増加額   338,793 59,897 347,211

16 預り敷金保証金の増加額 
  （△減少額） 

 △56,315 84,030 △25,841

17 その他   86,771 89,317 129,333

小計   2,011,145 2,288,902 2,797,760

18 利息及び配当金の受取額   431 482 779

19 利息の支払額   △29,042 △27,245 △58,113

20 法人税等の支払額   △416,175 △377,483 △781,479

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  1,566,360 1,884,656 1,958,946

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

   

１ 有形固定資産の取得による 
  支出 

  △1,903,742 △579,368 △3,051,398

２ 有形固定資産の売却による 
  収入 

  ― 20,966 ―

３ 無形固定資産の取得による 
  支出 

  △4,701 △18,257 △94,528

４ 店舗賃借に係る長期前払 
  費用の支出 

  △74,078 ― △226,119

５ 差入敷金保証金等の回収 
  による収入 

  22,520 36,320 41,223

６ 差入敷金保証金等の支払 
  による支出 

  △87,950 △135,417 △220,635

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △2,047,952 △675,755 △3,551,458



  

  

    
前中間会計期間

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

   

１ 短期借入れによる増加額   500,000 ― 500,000

２ 長期借入れによる収入   600,000 500,000 1,300,000

３ 長期借入金の返済による 
  支出 

  △418,754 △451,654 △848,528

４ 株式の発行による収入   12,297 945 998,551

５ 配当金の支払額   △80,922 △90,055 △80,980

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  612,620 △40,764 1,869,043

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

  ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   131,029 1,168,135 276,532

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

  1,417,270 1,693,802 1,417,270

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

  1,548,299 2,861,938 1,693,802

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) たな卸資産 

  商品 

   生鮮食品 

    …最終仕入原価法 

   その他の商品 

    …売価還元法によ

る原価法 

  貯蔵品 

   最終仕入原価法 

(1) たな卸資産 

同左 

(1) たな卸資産 

同左 

  (2) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

     中間決算日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部資本直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定) 

  

(2) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

     中間決算日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部純資産直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定) 

(2) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

     決算日の市場価

格等に基づく時価

法(評価差額は全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定) 

  

   時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

   定率法(ただし、平

成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附

属設備を除く)につい

ては定額法)によって

おります。 

   なお、耐用年数及び

残存価額については、

法人税法に規定する方

法と同一の基準によっ

ております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

   定額法によっており

ます。 

   なお、償却年数につ

いては法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。 

   ただし、ソフトウェ

ア(自社利用分)につい

ては、社内における利

用可能期間(５年)に基

づく定額法によってお

ります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

  (3) 長期前払費用 

   均等償却によってお

ります。 

   なお、償却期間につ

いては法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 繰延資産の処理方

法 

――――― 

  

  

――――― 

  

  

新株発行費は、支出時

に全額費用として処理し

ております。 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収

可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上して

おります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) ポイント値引引当金 

   メンバーズカードの

ポイント使用による売

上値引に備えるため、

過去の使用実績率に基

づき将来使用されると

見込まれる金額を計上

しております。 

(2) ポイント値引引当金 

同左 

(2) ポイント値引引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当期末に

おける退職給付債務の

見込額に基づき、当中

間会計期間期末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。 

   数理計算上の差異に

ついては、各期の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）に

よる按分額をそれぞれ

発生の翌期より費用処

理しております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当期末に

おける退職給付債務の

見込額に基づき計上し

ております。 

   数理計算上の差異に

ついては、各期の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）に

よる按分額をそれぞれ

発生の翌期から費用処

理しております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内

規に基づく中間期末要

支給額を計上しており

ます。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給

額を計上しておりま

す。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

５ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップについ

ては、特例処理の要件

を満たしているため、

特例処理を採用してお

ります。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

    …金利スワップ 

   ヘッジ対象 

    …借入金利息 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

   借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で

金利スワップ取引を行

っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に

行っております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

   有効性評価は、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段に

関する重要な条件が同

一のため、省略してお

ります。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

７ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 

同左  キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

８ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

 なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のう

え、流動負債の「その他」

に含めて表示しておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 



  
会計処理方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

（情報処理手数料） 

 仕入先に対するＥＯＳ（オンライ

ンによる発注システム）処理料等の

情報処理手数料は、従来、営業外収

益として処理しておりましたが、当

中間会計期間から営業収入として処

理する方法に変更しております。 

 この変更は、情報システム業務の

多様化に伴い、仕入先との取引内容

及び受取手数料の内容を再検討した

ところ、仕入先に対するＥＯＳ処理

料等の情報処理手数料は、当社の営

業活動の成果としての性格を強めて

おり、かつ金額的重要性も増加傾向

にあることから、損益区分のより適

正化を図るために行ったものであり

ます。 

 この変更により、従来と同一の方

法によった場合と比較して、営業総

利益及び営業利益は98,855千円増加

し、営業外収益は同額減少しており

ますが、経常利益及び税引前中間純

利益に与える影響はありません。 

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（情報処理手数料） 

 仕入先に対するＥＯＳ（オンライ

ンによる発注システム）処理料等の

情報処理手数料は、従来、営業外収

益「受取手数料」として処理してお

りましたが、当事業年度から営業収

入「その他」として処理する方法に

変更しております。 

 この変更は、情報システム業務の

多様化に伴い、仕入先との取引内容

及び受取手数料の内容を再検討した

ところ、仕入先に対するＥＯＳ処理

料等の情報処理手数料は、当社の営

業活動の成果としての性格を強めて

おり、かつ金額的重要性も増加傾向

にあることから、損益区分のより適

正化を図るために行ったものであり

ます。 

 この変更により、従来と同一の方

法によった場合と比較して、営業総

利益及び営業利益は200,042千円増

加し、営業外収益「受取手数料」は

同額減少しておりますが、経常利益

及び税引前当期純利益に与える影響

はありません。 

――――― 

  

  

  

  

  

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

――――― 

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。なお、従来の「資本の

部」の 合 計 に 相 当 す る 金 額 は

7,458,944千円であり、変更はあり

ません。中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成しております。 

――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年８月31日) 

当中間会計期間末
(平成18年８月31日) 

前事業年度末 
(平成18年２月28日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,891,135千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,510,298千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,214,796千円 

      

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務 

  (1) 担保に供している資産 

建物 2,117,510千円

土地 1,499,552千円

計 3,617,062千円

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務 

  (1) 担保に供している資産 

建物 2,320,424千円

土地 1,287,796千円

計 3,608,220千円

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務 

  (1) 担保に供している資産 

建物 2,300,567千円

土地 1,287,796千円

計 3,588,364千円

  (2) 上記に対応する債務 

１年以内に 
返済予定の 
長期借入金 

787,524千円

流動負債 
「その他」 

9,183千円

長期借入金 2,423,199千円

預り建設 
協力金 

125,509千円

計 3,345,415千円

  (2) 上記に対応する債務 

１年以内に
返済予定の 
長期借入金 

422,020千円

流動負債
「その他」 

28,130千円

長期借入金 1,617,143千円

預り建設
協力金 

448,496千円

計 2,515,790千円

  (2) 上記に対応する債務 

１年以内に
返済予定の 
長期借入金 

482,930千円

流動負債
「その他」 

26,749千円

長期借入金 1,762,253千円

預り建設
協力金 

462,562千円

計 2,734,494千円

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 1,709千円

仕入割引 15,027千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 2,684千円

仕入割引 15,802千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 3,418千円

仕入割引 30,819千円

      

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 34,496千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 33,944千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 69,485千円

      

※３ 特別利益のうち主要なもの 

賃貸契約 
解約益 

5,480千円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

賃貸契約
解約益 

1,670千円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

賃貸契約
解約益 

10,710千円

      

※４ 特別損失のうち主要なもの 

差入敷金 
解約違約金 

4,046千円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産
売却損(土地)

19,116千円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

賃貸契約
解約損 

8,167千円

 ５ 減価償却実施額 

有形 
固定資産 

283,580千円

無形 
固定資産 

7,350千円

 ５ 減価償却実施額 

有形 
固定資産 

305,325千円

無形 
固定資産 

16,285千円

 ５ 減価償却実施額 

有形
固定資産 

607,241千円

無形
固定資産 

31,281千円



 (中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

(注) 増加株式数の内訳は、次のとおりであります。 

株式分割による増加     9,064,500株 

新株予約権の行使による増加   3,000株 

  

２ 自己株式に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

(注) １ 目的となる株式の数の増加は株式分割によるものであります。 

２ 目的となる株式の数の減少は権利行使によるものであります。 

  

４ 配当に関する事項 

配当金支払額 

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 9,064,500 9,067,500 ― 18,132,000

内訳 
目的となる
株式の種類 

目的となる株式の数（株） 当中間会計
期間末残高
(千円) 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

平成15年新株予約権 普通株式 7,500 7,500 3,000 12,000 ―

合計 7,500 7,500 3,000 12,000 ―

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月25日
定時株主総会 

普通株式 90,645 10 平成18年２月28日 平成18年５月26日

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成17年８月31日現在) 

現金及び 
預金残高 

1,548,299千円

現金及び 
現金同等物 

1,548,299千円

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成18年８月31日現在) 

現金及び 
預金残高 

2,861,938千円

現金及び 
現金同等物 

2,861,938千円

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

(平成18年２月28日現在) 

現金及び
預金残高 

1,693,802千円

現金及び
現金同等物 

1,693,802千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

  

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

器具及び 
備品 1,919,015 726,450 1,192,565

ソフト 
ウェア 65,684 24,880 40,803

合計 1,984,699 751,331 1,233,368

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

  

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

器具及び 
備品 2,057,849 947,783 1,110,066

ソフト 
ウェア 69,931 36,811 33,120

合計 2,127,781 984,595 1,143,186

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

  

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

器具及び
備品 2,000,092 893,879 1,106,213

ソフト
ウェア 69,052 31,641 37,410

合計 2,069,144 925,520 1,143,624

      

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 358,788千円

１年超 839,333千円

合計 1,198,122千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 391,856千円

１年超 727,176千円

合計 1,119,033千円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 370,917千円

１年超 743,502千円

合計 1,114,420千円

      

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 175,069千円

減価償却費 
相当額 

170,155千円

支払利息相当額 5,250千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 213,957千円

減価償却費
相当額 

208,340千円

支払利息相当額 5,835千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 374,487千円

減価償却費
相当額 

364,229千円

支払利息相当額 11,167千円

      

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

      

５ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 



 (有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年８月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  
  

当中間会計期間末(平成18年８月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

前事業年度末(平成18年２月28日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 1,096 1,936 840

合計 1,096 1,936 840

  
中間貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 

非上場株式(優先株) 30,000

非上場株式 2,096

  
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 1,096 2,003 907

合計 1,096 2,003 907

  
中間貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 

非上場株式(優先株) 30,000

非上場株式 2,096

  
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 1,096 2,624 1,528

合計 1,096 2,624 1,528

  
貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 

非上場株式(優先株) 30,000

非上場株式 2,096



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成17年８月31日) 

該当事項はありません。 

なお、当社は金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いて

おります。 

  

当中間会計期間末(平成18年８月31日) 

該当事項はありません。 

なお、当社は金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いて

おります。 

  

前事業年度末(平成18年２月28日) 

該当事項はありません。 

なお、当社は金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いて

おります。 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

当中間会計期間において、付与したストック・オプションはありません。 

  

  

 (持分法損益等) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当社は、関連会社がないため記載し
ておりません。 

同左 同左 



 (１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１株当たり純資産額 691.66円 １株当たり純資産額 411.37円 １株当たり純資産額 784.40円

１株当たり中間純利益 50.63円 １株当たり中間純利益 24.20円 １株当たり当期純利益 104.93円

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

50.46円
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 

24.19円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

104.78円

   当社は、平成18年３月１日付で普
通株式１株につき２株の株式分割を
行っております。なお、当該株式分
割が前期首に行われたと仮定した場
合の前中間会計期間及び前事業年度
における１株当たり情報は、それぞ
れ以下のとおりとなります。 

前中間会計期間 前事業年度

１株当たり 
純資産額 

１株当たり
純資産額 

345円83銭 392円20銭

１株当たり 
中間純利益 

１株当たり
当期純利益 

25円32銭 52円47銭

潜在株式調整後
１株当たり 
中間純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益 

25円23銭 52円39銭

  
前中間会計期間末
（平成17年８月31日）

当中間会計期間末
(平成18年８月31日)

前事業年度末 
(平成18年２月28日)

純資産の部の合計額（千円） ― 7,458,944 ―

普通株式に係る純資産額（千円） ― 7,458,944 ―

普通株式の発行済株式数（株） ― 18,132,000 ―
１株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式の数（株） 

― 18,132,000 ―

  
前中間会計期間

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

中間（当期）純利益（千円） 411,315 438,792 885,266 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

411,315 438,792 885,266 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ― 
普通株式の期中平均株式数（株） 8,123,978 18,129,522 8,436,645 
中間（当期）純利益調整額（千円） ― ― ― 
潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益の算定に用いられた普通株
式増加数の主要な内訳（株） 
 新株引受権 
 新株予約権 

15,250
12,950 

―
8,377 

― 
11,963 

普通株式増加数（株） 28,200 8,377 11,963 
希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間（当期）純利益
の算定に含まれなかった潜在株式の概
要 

  
――――― ――――― 

  
――――― 



 (重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

 平成17年10月13日開催の当社取締

役会において、下記のとおり新株式

の発行並びに売出しを決議し、平成

17年10月31日に払込が完了いたしま

した。 

 この結果、平成17年10月31日付で

資本金は1,160,688千円、発行済株

式総数は9,050,000株となっており

ます。 

 一般募集はこの価格にて行いまし

た。 

  この価額は当社が引受人より１

株当たりの新株式払込金として受

取った金額であります。 

  なお、発行価格と発行価額との

差額の総額は、引受人の手取金と

なります。 

① 募集方法 ：一般募集 

② 発行する株式 
  の種類及び数 

：普通株式 
900,000株

③ 発行価格 
  

：１株につき 
1,173円

④ 発行価額 
  

：１株につき 
1,099.68円

⑤ 発行価額 
  の総額 

989,712千円
 

⑥ 払込金額の 
  総額 

989,712千円
 

⑦ 資本組入額 
  の総額 

495,000千円
 

⑧ 払込期日 ：平成17年10月31日

⑨ 配当 
  起算日 

：平成17年９月１日
  

⑩ 資金の 
  使途 

：店舗出店設備資金
  

  

―――――― 

 平成17年12月27日開催の取締役会

の決議に基づき、次のとおり株式分

割による新株式を発行しておりま

す。また、これに伴って会社が発行

する株式の総数は49,200,000株、発

行済株式の総数は18,129,000株とな

っております。 

 平成18年３月１日付をもって普通

株式１株を２株に分割する。 

(1) 分割により増加する株式数 

   普通株式  9,064,500株 

(2) 分割方法 

   平成18年２月28日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載又

は記録された株主の所有普通株

式数を、１株につき２株の割合

をもって分割。 

(3) 配当起算日 

   平成18年３月１日 

  

 当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前事業年度におけ

る１株当たり情報及び当期首に行わ

れたと仮定した場合の当事業年度に

おける１株当たり情報は、それぞれ

以下のとおりとなります。 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり
純資産額 

１株当たり 
純資産額 

326円06銭 392円20銭 

１株当たり
当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

47円72銭 52円47銭 

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

47円33銭 52円39銭 



 (2) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第48期) 

自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

  
平成18年５月26日 
中国財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

平成１７年１１月１４日

株式会社 ハ ロ ー ズ 

 取 締 役 会  御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ハローズの平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの第４８期事業年度の中間会計期間（平

成１７年３月１日から平成１７年８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手

続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表

に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ハローズの平成１７年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間（平成１７年３月１日から平成１７年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から仕入先に対するEOS（オンラインによ

る発注システム）処理料等の情報処理手数料計上の損益区分を変更した。 

また、重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１０月１３日開催の取締役会において、一

般募集による新株式の発行並びに売出しを決議し、平成１７年１０月３１日に払込が完了した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  
  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  相  原  一  保  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  山  本  昭  人  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

平成１８年１１月１３日

株式会社 ハ ロ ー ズ 

 取 締 役 会  御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ハローズの平成１８年３月１日から平成１９年２月２８日までの第４９期事業年度の中間会計期間（平

成１８年３月１日から平成１８年８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手

続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表

に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ハローズの平成１８年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間（平成１８年３月１日から平成１８年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  
  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  相  原  一  保  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  山  本  昭  人  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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